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管理会計の経験的研究方法序説
門田安弘
1 まえがき
管理会計についてわが国でも古くから研究されているが，その多くは方
法論的な基盤をあまりはっきりさせないで推進されてきたようにみえる。
ところが，欧米では管理会計の研究方法そのものの研究が戦後から今日に
至るまで連綿と続けられており，科学としての管理会計の研究方法はいか
にあるべきか，あるいは実務に役に立つ管理会計の研究方法はいかにある
べきかについて，多くの研究方法が論じられてきている。
わが国の管理会計研究が欧米のそれと比肩しうるものになるためには，
方法論的な基盤を確立しなければならない。それは，欧米の方法と必ずし
も同じものでなくてもよいであろうが，われわれの推進する研究内容をサ
ポートするような科学的研究方法を確立し，それを主張することができれ
ば，われわれの研究内容そのものもより強く主張することができるであろ
?、 ?
そこで本稿では，管理会計の研究方法のなかでも特に「経験的研究」
(empirical study)の方法について，既存の知識を整理するとともに，筆
者が賛同する望ましい研究方法について私見をまじえて覚え書きをしたた
めるものである。
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2 管理会計の研究方法に関する全体的フレームワーク
本節では，経験的研究の方法に限らず，これまで管理会計の研究方法と
して採用されてきた方法を鳥廠できるようなフレームワークについて始め
に整理しておく。（このフレームワークは主として Kasanen,Lukka and 
Siitonen [1993]によっている。）
管理会計の研究方法は次の図 1のように， 2次元の軸で捉えることが分
かり易いであろう。縦軸には，理論的研究と経験的研究という 2つのカテ
ゴリーが置かれ，横軸にはポジティブ研究と規範的研究という 2つのカテ
ゴリーが置かれる。ここに，ポジティブ研究とは，管理会計の実務におけ
る因果関係を一般法則的なものとして明かにして実務の存在理由を説明
し，そのもたらす効果をも予測するような研究である。（一般にポジテイプ
研究は「実証研究」と訳されるが，経験的研究との関係があるので， しば
らくはポジテイプ研究と呼んでおこう。）
さて，このような 2軸からなる合計4つのカテゴリーが交叉する形で，
さまざまな研究方法が位笛づけられることになる。
理論的研究とポジティプ研究との交叉部分には，概念的研究がくる。こ
れは，先験的な仮説から出発して推論 (reasoning:論理的な演繹）の方法
によって新しい知識を作る。
ポジティブ研究と経験的研究との交叉部分には，自然科学的研究がくる。
これが特にアメリカにおいて財務会計，管理会計を問わず支配的な研究方
法である。
理論的研究と規範的研究との交叉部分には，意思決定志向的な研究がく
る。これは，マネジメントサイエンス志向的な研究といってもよく，オペ
レーションズリサーチ的なアプローチでもある。これは，ポジティプ理論
と同様の合理的人間行動を前提にすることが多いが，規範的である点が特
徴である。ただし，これが経験的研究方法にも少し及んでいる。
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そして，ポジテイプ研究と規範的研究の中間部分でかつ経験的研究であ
るものとして，アクション志向的研究がくる。目的・手段論的な合理性を
追求するが，企業における歴史的な経緯も重視する。研究対象を完全に理
解した上で，変革プロセスに参加することすら含む。このような「アクシ
ョン志向的研究」とはケーススタディをさす。
なお，図 1のなかの構築的研究方法については，最後の節で紹介する。
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3 管理会計の経験的研究方法のプロセスとタイプ
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経験的研究方法のプロセスは，次の 3段階を 1セットとして完結する。
第1段階：研究課題の設定。これは研究テーマ，つまり究明したい問題を
認識することである。
第2段階：研究課題についての仮説の設定。これは，研究上の問題を構成
する諸変数（諸要因）の間の構造や因果関係について，単ーな
いし複数の命題（主張）を提案することである。
第3段階：仮説のテスト。これは，第 2段階で設定された単ーないし一連
の仮説をデータによってテストすること。
ここで，第 2段階の仮説は「科学的仮説」と呼ばれる。第 2段階の仮説
を統計的に検証しようとする場合には，次に第3段階の仮説としては「統
計的仮説」と呼ばれるものが設定されるが，これは確率分布のパラメータ
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に関する仮説である。例えば，独立変数と従属変数との間の関係で，回帰
係数なるパラメータに関連する。
統計的仮説は，一般に帰無仮説と，帰無仮説の否定となる対立仮説から
なる。帰無仮説は，変数間の関係が存在しないものとして設定される。そ
こで，うえの第2段階の「科学的仮説」は，統計的な帰無仮説を検定する
ことによって検証されることになる。
経験的研究方法は，主として管理会計学の実証的理論（ポジテイプ・セ
オリー）を確立するために用いられるが，そのような実証的理論には組織
論あるいは行動科学の理論を基礎とするものと，経済学を基礎とするもの
とがある。以下では，はじめにこの両者を明かにしておこう。
3-2 組織論にもとづく実証的管理会計理論の経験的研究
組織論に属する理論としては．コンテイジェンシー理論，システム理論
（工学的な組織構造のメカニズムムに関するモデル），組織論的・行動科学
的意思決定論がある。これらの組織論を，管理会計の研究者がその理論構
築の枠組みとして用いてきた。その目的は，管理会計実務の説明，つまり，
特定の管理会計技法がなぜ用いられているのかという理由の説明にある。
その研究のうち．システム理論による研究は，ゲーム理論と同様にほと
んど「頭の中だけの理論化」であり，経験的データによる裏付けはなかっ
た。
しかし，コンテイジェンシー理論にもとづく研究と，行動科学的理論に
もとづく研究では，経験的データによる検証を伴う実証（ポジテイプ）研
究も行われている。したがって，そのような実証的研究は「経験的研究」
でもある。
このような組織論的実証研究は．大きく分けて次の 2つのタイプがある。
(1) コンティンジェンシー理論（条件適合理論）的研究
ひとつは，組織のよりマクロ的，構造的な解明を求めるもので，コンテ
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ィンジェンシー理論（条件適合理論）的研究であり，社会調査的なアンケ
ート調査（質問表調査）を多く用いる。
企業の特定の環境変数，組織変数，会計変数と業績変数の間の因果関係
を明らかにしようとする研究が，これである。そこでは関連する諸変数の
測定（データ）が，多数の企業に対するアンケート調査（質問票調査）に
よって得られたり，特定の企業内部に入ってそこの多数の従業員に対し質
問票調査を行うことによって得られる。それは，いわゆる「クロス・セク
ション研究」である。そこから得られた回答データによって諸変数の間に
有意な関係があるかないかを確定するために，統計的検定方法が適用され
る。ここで，会計変数が介在している点が，単なる組織論と違って管理会
計研究になっているところであり．会計変数には特定の会計技法だけでな
＜．その適用方法（例えば参加とか適用頻度とか）も含められる。
(2) 行動科学的研究
他のひとつは，組織のよりミクロ的で，行動科学的，心理学的な解明を
ねらうもので，行動科学的研究であり，実験室実験を多く用いる。
これは主として企業内のある組織単位における個人の行動を観察し，管
理会計システムの違いが個人にいかなる異なった動機づけを与えることに
なって，異なった行動実績（パーフォーマンス）をもたらすかの研究であ
る。ここで，管理会計システムとしては，代替的な予算技法や，代替的な
参加の程度，代替的な業績評価方法，代替的な監督スタイル（リーダーシ
ップスタイル），代替的な予算の厳格度，代替的な情報フィードバックの頻
度などが含められる。
3-3 新古典派経済学に基づく実証的管理会計理論の経験的研究
新古典派経済学は，人間行動とその社会的活動場面とに関して 2つの仮
定に基づいているとされる。ひとつは，行動の動機的基礎としての効用最
大化であり，他のひとつは取引きが行われる場としての市場である。
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このような効用最大化と市場メカニズムとの仮定に関する経験的妥当性
に対しては批判がある。しかし，新古典派経済学者のフリードマンは，あ
る理論における仮定の現実妥当性を問題にすることは的外れであるとし，
重要なのはその仮説から演繹される理論が経済現象をよく予測するかどう
かという予測力であり，この予測の現実妥当性があればよいのだとされる。
これは，経験的研究方法の観点からみて，新古典派経済学の理論は予測
あるいは経験的検証のための仮説を提供するものだということになる。た
だし，その理論の基礎にある仮定については，現実妥当性を問う必要はな
く，単なる道具にすぎない。
さらにまた，新古典派経済学の理論は，個々の個人や企業の行動を説明
することを意図してはいないし，それはできない相談であるが，ある一般
的な市場レベルでの経済行動について予測することを意図したものであ
る。
ところで，管理会計ではこのような新古典派経済学の利潤最大化行動の
仮定に基づいて多くの規範的意思決定モデルを作ってきた。線形計画モデ
ル，資本投資決定モデル，原価差異調査モデルなど。また，実証理論とし
ての管理会計のエージェンシー理論は，効用最大化と市場メカニズムとい
う2つの公準によって構築されている。
ここでも，エージェンシー理論の仮定の現実妥当性は童要ではなく，そ
の理論が企業内の行動を予測する能力があるかどうかが大事であるとされ
ている。従って，エージェンシー理論の有用性は，ある特定の会計システ
ムとか，ある特定の報酬体システムが（特定の企業にではなく）多くの企
業において一般的に支配的であるのはなぜかを明らかにしたり，また支配
的になることを予測することにある。
4 実証的理論の経験的研究と規範理論の構築との関係
いずれの研究も，多くの企業の違いを超えて成立するであろう一般的な
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因果関係を明らかにしようとしている。つまり，現実世界でとられている
さまざまな管理会計実務について環境変数，組織変数，業績との間の因果
関係を一般化した形で引きだそうとしている。
このように，一般化された傾向の関係を命題や理論として明示すること
によって，それは管理会計実務の説明と，ある会計システムが採用された
場合の一般的な結果（傾向）の予測が可能になる。これは，まさしくこの
研究が実証的（ポジテイプ）研究であることの要件を満たしていることを
意味する。
ただし，論者によっては，ここでも実証理論は一般的傾向を予測するの
みで，特定の具体的な企業においてそこの会計システムがどのように発展
していくかを予測することはできないといって，この研究方法を批判する
者もいる。
この理由には2つある。
ひとつは新古典派経済学に理論的基礎を求める管理会計のエージェンシ
ー理論については，それが競争市場の中で活動する効用最大化者を仮定し
た演繹理論であり，その理論は一般的な広範な企業の行動の予測を意図し
ているだけだからである。このことは正しい主張であろう。
もうひとつは，組織論に基づく実証理論に対してであるが，この理論の
検証が統計的な有意性に基づくもので，例外的ケースに対しては成立しえ
ないことを強調する。この立場によれば，このような実証研究は規範的な
処方箋はなんら与ええないことになる。しかし，私見では，ごく稀な例外
的ケースの存在をもってこの種の研究の有用性を否定するのは，必ずしも
当を得てはいない。
また，規範理論が処方箋（何を起こすべきか）を問題にするのに対し，
実証理論は説明（要因間の因果関係の説明）と予測（ある要因が作用する
と，他の要因にどういうことが起るかの予測）を問題にする。
ここで，実証理論は，経験的研究方法によってその理論が検証されると
き，実世界における変数間のポピュラーな相互関係を明らかにするが，そ
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れは意思決定者に対し変数間のベストな関係（つまり，規範的な関係）を
指示しえないと考えられていることが多い。これは，統計的分析では変数
間の「ポピュラーな関係」がデータの相関関係として把握されるからであ
る。しかしながら，私見によれば，従属変数に企業の業績変数が取られる
とき，独立変数としての何らかの会計変数の取るべきカテゴリーないし代
替案は業績との相関関係から見出されるのであるから，いわば変数間の「ベ
ストな関係」が把握される。このことはとりもなおさず，変数間の規範的
な関係でもあり，経験的研究と規範的研究との結ぴつきが可能になるので
ある。
したがって，私見では，研究者は企業の実務家に対して，貴社のおかれ
たこういう環境のもとでは，こういう組織構造や管理会計システムが実績
をあげるのに効果的ですよと規範的な助言を与えることすらできる。した
がって，規範的研究にもつながって行くのである。
5 経験的研究の方法
5-1 実験室実験
実験の本質は，研究プロジェクト内のコントロールにある。つまり，従
属変数に対する独立変数の影響を研究する場合，実験者は独立変数を操作
しながら，他のすべての変数を一定に保つようにコントロールする。
心理学的な管理会計の行動科学的研究でも，外部的な変数は「無作為化」
（ランダム化）のような技術でコントロールされる。例えば複数のグルー
プのメンパー間の行動結果を比較する場合にも，各グループのメンバーの
能力が均等になるように，その作業に特に得意な者は初めから除いておい
たりする。実験における独立変数の操作は，独立変数のいくつかのレベル
を変化させたり，あるいはある行動や事象の存在と不存在の 2分法を用い
たりすることによって行われる。
研究者が独立変数を直接操作できないような分野の経験的研究（たとえ
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ば証券市場の株価の動きに関するテーマ）の場合には，「非実験的研究」の
計画（デザイン）が立てられよう。
内在的妥当性
実験の「内在的妥当性」とは，従属変数の値の変化がその他の撹乱要因
にはよらないで．主に独立変数の値の変化によって生み出される程度をい
?、?
このような内在的妥当性が高いか低いかは，実験において他の撹乱要因
がコントロールされる程度に応じて，独立変数が従属変数の変化を説明す
る程度が異なってくるので決まる。
内在的妥当性が低くなるのは，次のような場合であり，これは実験デザ
イン上の欠陥である。
① 複数の独立変数が特定の従属変数と相関関係をもつときに，関連する
重要な独立変数を見落としていた場合。
② 研究の考察外の変数をコントロールすることに失敗した場合。
③ 被実験者が実験での試行回数を重ねるにつれ，学習効果が発生する場
合。
④ 独立変数や従属変数の測定誤差が大きい場合。
外在的妥当性
実験や研究の「外在的妥当性」とは，ある特定の調査結果が別の状況や
標本にも見られるものとして一般化できる程度をいう。
低い内在的妥当性しかもたない実験は，外在的妥当性も低くなるが，こ
れら 2つの次元の妥当性の最適化を求める場合には，両者の間にはトレー
ドオフ関係もある。基礎研究では内在的妥当性が重視され，応用研究では
外在的妥当性の方が重視される。
外在的妥当性を低くする問題は，次の 3つからなる。
① 母集団の妥当性
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（イ） 研究者が自分の研究に使う標本が引き出される母集団が，その研
究結果を一般化しようとする母集団とくい違っていることがあ
る。例えば， 4種類の製造業種から引き出した標本で導いた結果
を，全製造業種にあてはめようとすると，場合によっては無理が
ある。
（口） 実験する時に入手可能な母集団にバイアスや他の制約がある場合。
例えば，その母集団の構成員の能力が不均ーである場合の実験。
② 時間的妥当性
これは，ある時点における特定の調査結果を，別の期間に対しても一般
化したいと思っているが，その間に変数間関係に構造的な変化が起こる場
合に生ずる問題。
③ 環境的妥当性
これは，ある実験の結果を，その実験を行った状況とは別の状況に一般
化しようとする場合に生ずる問題。例えば， 日本での予算参加に関する実
験の結果を米国にも一般化して適用しようとする場合。
5-2 サーペイ研究
質問表を用いて郵送法，面接法（インタビュー法），電話法などによって
体系的にデータを収集する社会調査の方法であり，得られたデータにより
仮説の検証や仮説の発見のために統計的な検定を行う。この研究では，実
験室実験と違って，独立変数の操作化による外部要因のコントロールはで
きないが，多重回帰分析や多次元分散分析によって外部要因の影響を分離
しながら変数間の因果関係をみることができる。
管理会計における組織論的な研究のなかでも，状況適合理論的アプロー
チによる経験的研究は，ほとんどこの種の質問表によるデータ収集を用い
ている。これは，非実験的研究方法とか準実験的研究方法と呼ばれる研究
デザインを用いる。
ここに「研究デザイン」とは，経験的研究の課題（研究テーマ）を解明
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していくために採用される具体的な統計的検証の手順や方法に関する計画
である。そのデザインに当たっては，次の 3つの基準を満たすように配慮
すべきである。
1) 当該研究課題について設定された仮説をテストするための統計的手法
を選択すること。
2)そのデザインの内在的妥当性が高いこと。
3)研究成果の外在的妥当性が満足できるものであること。
仮説検証的アプローチと仮説発見的アプローチ
サーベイ研究では，仮説検証的アプローチと仮説発見的アプローチとの
2つのアプローチが対比される。
仮説検証的アプローチとは，これまで述べてきたような経験的研究方法
のプロセスにしたがって，まず仮説を設定しておいてから調査によってデ
ータを得て，その仮説を検証し，理論を確立するというアプローチである。
このアプローチのメリットは，なによりも既存の理論や既存のデータや調
査者の洞察に基づいて仮説が立てられるので，仮説が立証されればその分
野の理論を発展させたり，体系化に向って貢献できる可能性が大である。
また，質問項目の選定に当たり，仮説の検証に無関係な質問項目は削除で
きるので質問項目の総数を減らし回収率を上げることが可能になる。さら
に仮説検証の統計手続きに役立つように質問内容を設定しやすくなる。
ただこのアプローチのディメリットとしては，仮説が立てられないよう
な複雑な課題については仮説を立てることを断念し，容易に仮説が立てら
れるような主題ばかりが取り上げられて，確実に検証されるような当たり
前の仮説ばかりが採用されるおそれがあることである。常識的にみて当た
り前の事柄について，それが事実であることが確認されただけでは理論と
しての情報提供の貢献はほとんどない。「面白い事実」とか「意外な事実」
が当初の仮説として設定され，検証されることが求められる。
これに対し，仮説発見的アプローチとは，初めには仮説を立てておかな
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いで，まず虚心担懐に基礎事実を測定把握することに努め，データが得ら
れてから事後的に事実関係の背後にある因果関係（仮説）を推測するアプ
ローチである。この方法のメリットは，調査の「掘り出し型」 (theseren-
dipity pattern)機能といわれるような，当初予想もしていなかった意外な
事実が発見されることがあり，面白い仮説が発見できることがあるという
点にある。しかし，既存の理論や過去の蓄積データを無視しで性急にデー
タ収集だけを安易に行い，その結果を適当に事後解釈するというのであれ
ば，その場合には，従米までに築かれてきた理論をさらに発展させたり体
系化させていったりする可能性がなくなるおそれがある。
結局，両方のアプローチのメリットをともに取るようにすることができ
れば一番よい。そこで，必ず仮説を設定したうえで調査を始めるとともに，
当初の仮説にないような面白い事実も発見されることがありうるように，
当初の仮説を検証するのに使うような質問事項以外の質問も 1~ 2割は加
えておいて質問表を作成すればよいことになろう。
相関関係の分析ための研究デザイン
さて，サーベイ研究のための非実験的研究デザインには，大別すると，
「クロス・セクション分析」と「時系列分析」とに分けられる。これらに
は，次のような研究デザインの対応がある。本稿では紙幅の関係から，こ
れらの解説は省いておく。
クロス・セクション分析
(1)相関的デザイン (correlateddesigns) 
時系列分析
(2)事前テスト／事後テスト・デザイン (pre-test/post test designs) 
(3)断続的時系列デザイン (interruptedtime series designs) 
(4)遡及的デザイン (expost facto designs) 
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5-3 ケーススタディ
ケーススタディの定義
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ケーススタディとは，単一の観察単位に対する観察に甚づく研究である。
そのような観察単位は，単一企業であったり，多くの企業の集合からなる
特定の産業であったり，特定の産業であったりもする。
ケーススタディはまた，その単一の観察単位における実務を観察し分析
する研究である。
ただし，上のような意味での単一の観察単位を対象とするケーススタデ
ィは，いわば単一のケーススタディである。特定のテーマについて複数の
ケーススタディを行うという研究方法もありうる。それは特定の研究テー
マ，例えば「原価企画の技法」というテーマについて異なる企業の実務を
観察したり，異なる産業内の複数企業を観察するような研究である。
研究方法と利用目的とによるケーススタディの分類
ケーススタディには，それを行う研究者の意図，つまり当該ケーススタ
ディの成果の利用目的に応じて，さまざまなタイプの研究方法が存在する。
以下では，それらの研究方法とその利用目的を一体化した形で，ケースス
タディを分類しておく。ここで分類されているケーススタディは，そのど
れがより高級でどれがより低級かというものではなく，あくまでも利用目
的が異なるので，その研究のアウトプットも異なる。（以下Ryan,Scapens 
and Theobald [1992]によるところが大きい。）
(1) 記述的ケーススタディ (DescriptiveCase Studies) 
これは，例えばトヨタ自動車仰によって開発されたいわゆる「トヨタ生
産方式」や原価企画など，これまで世に存在していなくて，新しく革新的
に開発された実務上の技法を紹介しようとするケーススタディである。
ここでも，そのような革新的な実務技法は，それを開発した特定企業の
業界における高業績からみて，暗黙的に「優れた」技法であると見なされ
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ている。しかし，ここでも，この種の記述的ケーススタディは，その紹介
される技法と高業績との間の因果関係を，明示的に体系的に説明する理論
をあわせて提示している研究は，一部の例外を除いては非常に少ない。
(2) 仮説発見的ケーススタディ (ExploratoryCase Studies) 
これは，特定の管理会計実務の観察に基づいて，そのような実務が行わ
れることの背後にある因果関係の一般的な理由を探求するために行われ
る。
ただし，そこで見出される「理由」は，単一の事例（ケース）に基づく
ものだから，あくまでも「仮説」のレベルにとどまると考えられていて，
このケーススタディ自体は厳密な検証とは見なされていない。ここで設定
された仮説は，その後に行われるより大規模なサンプルサイズによる実証
研究で検証されことになる。したがって，この種のケーススタディは，い
わゆる質問表による調査 (survey)などによる厳密な統計学的検証にとっ
て，仮説設定という第 1ステップとなるべき予備的調査である。
(3) 説明的ケーススタディ (ExplanatoryCase Studies) 
このケーススタディは，観察された会計実務をめぐる因果関係を説明す
る理由を明らかにしようとするものである点で，（2）の仮説発見的ケースス
タディと似ているところがある。
しかし，この「説明的ケーススタディ」は多くの企業で取られている会...... 
計技法の存在の理由について，一般的な法則を見出そうとする上記(2)のア
プローチとは異なる。
説明的ケーススタディは，特定の観察企業や観察業種においてその技法
が採用されていることの論理的な合理性（論理的な因果関係）を，その特......... 
定観察対象に特殊的に当てはまる説明理論として提供する。これは，理論
としてはその個別観察企業に対してきわめてよく当てはまるものを作り得
るメリットを持つが，特殊性が強く，逆に多くの企業に対しては当てはま
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りにくくなろう。しかし，優れた企業の実務を論理的な因果関係を明かに
して説明できたならば，そのシステムを他企業にも使うときに説得力が増
すことになる。
(4) 構築的ケーススタディ (ConstructiveCase Studies) 
これは，例えばABCとか原価企画など，特定の管理会計システムについ
て実務で取られている技法を記述するケーススタディである。特定の会計
システムに関する優れた実務上の技法を集約するために，多くの企業を観
察するケーススタディがこれに入る。
この研究方法の目的は，多くのケースから高業績をあげている成功企業
群の「ベスト」な実務をKJ法によって集約して記述しようとすることに
ある。「構築的」と呼ぶのは，この「ベスト」な実務の体系を構築するとこ
ろにある。しかしながら，特定の（ベストと考えられる）実務と高い業績
との間の因果関係については，その理由を説明する必要がある。この因果
関係に関する理論の検証には，厳密にはケーススタディだけでは困難で，
経験的方法のサーベイ研究が必要になる。構築的方法のアイデアは後で述
べるカッサネンらのものだが，ここで述べた具体的な方法（多数の企業の
ケーススタディから優れた実務をKJ法によって集約・体系化すること）
は筆者のアイデアである。
5-4 仮説発見的ケーススタディと説明的ケーススタディとの比較
サンプリング理論による統計的一般化
仮説発見的ケーススタディでは，ケーススタディそのものは「科学的な
研究以前のもの」と位置づけられ，ケーススタディは科学的な研究とは見
なされずに，科学的研究という観点からはそれは未成熟な低レベルの研究
であるといわば軽蔑の眼でもって見られることが少なくない。
その理由は，ケーススタディは研究対象の母集団における一標本にすぎ
ないために，そのような小さなサンプルサイズの標本の調査から得られる
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発見結果では，母集団に関する一般的な命題を提言したり検証したりする
のに不十分だというわけである。つまり，所与の母集団における特定事象
の発生を統計的に有意に識別するためには，サンプルサイズが小さすぎる
というわけである。
このような立場から TheAccounting Review誌なども，ケーススタデ
イのコーナーをわざわざ「小標本スタディ」 (SmallSample Studies) と
呼んで，これは標本サイズが小さすぎる研究であると明示し，他の本格的
論文とは差別視して区分している。
この立場では，先にも述べたように本格的な「科学的研究」は仮説設定
や理論の構築から始まることになる。もし管理会計の特定の研究テーマに
関わる理論がすでに経済学やゲーム理論や心理学，社会学などの領域に存
在している場合には，管理会計の実証研究では当該テーマの理論仮説とし
てはそれらを借用すればよく，ことさらケーススタディを行う必要はない
ことになる。
しかし，そのような既存の理論があまり存在していないような研究テー
マについては，仮説を設定するための先駆的な仕事としてケーススタディ
が役に立つ。
また，「科学的な」研究を開始する前に，研究のテーマや課題あるいはア
イディアを得るために，現実の実務世界におけるケースを調べると，なに
かヒントが得られることがある。このためにケーススタディは，そのよう
な新規性のあるアイディアを提供してくれる研究として一定の評価は与え
られている。
しかし，いわゆるアカデミックな研究者にとっては，上述の観点からケ
ーススタディは本格的な科学的研究とは見なされないので，米国の一流大
学における採用や昇進ではケーススタディによる論文はあまり高く評価さ
れていない。
実験による理論的一般化
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次に，ケーススタディを「説明的ケーススタディ」として行う立場で遂
行するとすれば，それは「科学」に対する見方を180度転回しなければなら
ない。先の「探求的ケーススタディ」では，科学的な実証研究とはサンプ
リングの理論によって統計的な一般化を行うことだと考えられている。
しかし，「説明的ケーススタディ」では実験科学の立場に立ち，実験は特
定の現象についての単一の観察しか提供しないが，その単一の観察結果が
特定の理論によって説明できるかぎり，その理論は認められる。もしその
単一の観察結果を理論が説明しえない場合には，その理論は訂正されなけ
ればならないことになる。
ただし，単一の実験との照合によって提示された理論が，一般に学界や
世に承認されるためには，他の研究者による「反復実験」 (replication)が
必要であるが。そしてさらに，新たな理論が以前の実験での条件を変えて
設定され，それが新たな実験の結果を説明するならば，さらに理論が発展
することになる。ここでの問題は，自然科学とちがって社会科学では経済
の構造的な変化が起った場合（例えば，オイルショックとかバブル崩壊な
ど），経営現象に同じ事柄の再現性が期待できないかもしれないこと，さら
に国が異なるなどの構造的条件の相違のもとでは再現性が保証されないか
もしれないことが問題になろう。これはいわゆる「外部的妥当性」の問題
である。結局，条件適合理論のアプローチが必要になるのであろう。
6 構築的研究方法とその具体的推進法
最近， Kasanen,Lukka and Siitonen [1993]は，管理会計研究の「構
築的アプローチ」 (constructiveapproach)というものを提唱しているが，
これは筆者が望ましいと考える研究方法について手がかりを与えてくれ
る。そこで，これを紹介したうえで，筆者が補足した上で具体的な方法を
提案することにしたい。
構築的アプローチは，管理会計の研究者は問題に対する解決を与えるよ
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うな新しい管理会計システムを構築せよという，デザイン的思考からきて
いる。ここに，構築物 (constructions)とは，明示的な問題に対する解決
手段を作る実体である。その有用性は解決手段の実施によって証明される
のである。構築的アプローチとは，構築物を作り出すことを意図した研究
方法である。それはまた，正当な応用科学の要件を満たすものである。
このような構築的アプローチは，その研究プロセスとしては次のような
諸段階に分割することができる。
1.実践的に意味のある問題（研究課題でもある）を発見すること。
2.その問題について一般的かつ包括的な理解を得ること。
3.革新を行うこと。つまり，解決方法のアイデアを構築すること。
4.その解決方法がうまく働くことを実地に証明すること。
5.解決方法の概念を理論化し理論的貢献を示すこと。
6.解決方法の適用可能な範囲を検討すること。
上記のプロセスにおいて「革新」 (innovation)ということが大事だが，
それは経験則 (heuristic)であることが多い。厳密な理論的正当化や解決
方法のテストは，後から行われるのが普通であるが，上のプロセスでは特
に4が伝統的な経験的研究の要求を満たし， 5と6が伝統的な規範的研究
の要件を満たす。
そこで， 2で示した図 1において構築的アプローチの位置を見てみよう。
構築的研究方法は規範的研究と経験的研究とが交叉する部分に位置する。
この研究方法は意思決定志向的な研究方法と共通するところが多い。両
者はともに理論的な分析が新しい革新を創造するのに必要である。しかし，
意思決定志向的な方法が演繹法を用いるのに対して，構築的方法は「経験
則による革新」 (heuristicinnovations)を多く用いる。両者の決定的な違
いは，構築的方法は構築された解法の実際的な使用可能性 (practical
usability)を明示的に証明ないし検証するところにある。したがって，意思
決定志向的な研究方法も，それがうまく実行に移されたならば，構築的ア
プローチそのものになるということができる。
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次に，図 1で構築的アプローチとアクション志向的方法との関係を述べ
よう。両者はともに実践的で経験的な性格を共有する。さらに両方法はそ
の経験的研究方法の手段としてともに通常，ケーススタディが用いられる
という点でも共通している。両者はともに組織プロセスの完全な理解を前
提にし，意図した変化を起こそうとする。研究者は組織のなかで実務家に
対し（コンサルタントのように）変革の代理人の役割をも果たす。しかし，
両者の違いは，アクション志向的研究の場合には管理上の構築を創造する
こと (creatingany explicit managerial constructions)を明示的に意図
していないことにある。もっとも，アクション研究の方でも，管理的な構
築がなされる場合には構築的アプローチと一致してくる。
そこで最後に筆者の見解を述べよう。構築的方法はきわめて実用的でし
かも科学的研究の要件を具備しているので，わが国の研究者が採用するの
に格好の研究方法のひとつであろう。そこで，私自身が行った原価企画の
研究を例にとって上記の手順を具体的に示すことにしよう。
(1)まず実務界における価格競争の実態を知り，価格競争に勝つような原価
低減の必要を認識して，新製品開発における原価低滅の方法を知ること
を研究課題として設定することになる。
(2)次に，この課題に対する解決手段を構築するために，ケーススタディを
重ねていって多くのケースからより良いものを選りすぐりながら規範的
な原価企画のシステムを構築していくことになる。実務界では個々の企
業が自社に応じた個々の技法を開発しているが，これを帰納的に集約し
て一般化された標準的な方法として構築するのである。これは革新的な
解決方法の創造になる。多くの実務技法の中から帰納集約して一般化す
るには，わが国のKJ法が役に立つ。さらに，単に帰納するだけだはな
く，原価企画の技法のなかに新しく研究者が規範的に造した技法を加え
ることもできるであろう。これは先にケーススタディの節でのべた「構
築的ケーススタディ」になる。
(3)次に(2)で作りあげた構築物たる標準的な原価企画システムを研究者はコ
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ンサルタントのように特定の企業に導入することを指導して，その有効
性を実証する。
(4)この後のステップは，上のようにして構築された1本系的システムについ
て，そのサプシステム間の因果関係について仮説を設定し伝統的な経験
的研究方法（とくに質問表調査によるサーベイ研究）を適用して検証す
ることになる。これは正統的な理論構築の方法そのものである。
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